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研究要旨 
本邦では2013年4月に子宮頸がんワクチンの接種が法的に開始され、同年6月末に子宮頸がんワクチン

接種の勧奨が中止された。本研究では2013年6月〜2020年11月までの期間に子宮頸がんワクチン接種後有
害事象を訴えて信州大学医学部附属病院を受診した患者を後方視的に検討した。各年度ごとの受診者数
は2013年44名、2014年40名、2015年47名、2016年33名、2017年25名、2018年7名、2019年4名、2020年は0
名であった。これら受診者の実際の症状発現時期は2017年3月以前であった。本邦における子宮頸がんワ
クチンワクチン接種後有害事象に関しては、同ワクチンの勧奨中止から7年を経て、国内では新規患者は
発生していないと推測される。 
 
 
A. 研究目的 
 本邦では 2013年 4月に子宮頸がんワクチンの

接種が法的に開始され、同年 6 月末に子宮頸が

んワクチン接種の勧奨が中止された。本研究で

は 2013年 6月以降における子宮頸がんワクチン

接種後有害事象を呈した患者の動向を明らかに

する。 
 
B. 研究方法 
 我々は 2013 年 6 月以降、厚労省研究班のメン

バーとして、子宮頸がんワクチン接種後有害事

象を訴える患者を積極的に診察することに従事

して来た。そこで今回は、2013年 6月〜2020年

11月までの期間に子宮頸がんワクチン接種後有

害事象を訴えて信州大学医学部附属病院を受診

した患者を後方視的に検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
信州大学医学部倫理委員会の承認を得て実施

（承認番号No.4128 & 4150） 
  
C. 研究結果 
 各年度ごとの受診者数は2013年44名、2014年 
40名、2015年47名、2016年33名、2017年25名、2
018年7名、2019年4名、2020年0名であった。こ
れら患者のワクチン接種時期は2010年4月〜201
3年6月であり、有害事象の出現時期は2010年9月
〜2017年3月であった。特に症状の発現ピークは
2011年9月〜2013年8月であり、我々の診療患者
の中には2017年3月以降、新規の子宮頸がんワク
チン接種後有害事象患者は出ていない。 
 

D. 考察 
 子宮頸がんワクチン接種後有害事象を訴えて

我々の施設を受診する患者さんの数は2018年以

降少なくなった。また、この間に受診した患者

13名の実際の症状発現時期は2017年3月以前で

あった。 
 
E. 結論 
 本邦における子宮頸がんワクチンワクチン接

種後有害事象に関しては、同ワクチンの勧奨中

止から 7年を経て、国内で新規患者は発生して

いないと推測される。 
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